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１．墨田区情報公開条例 
墨田区情報公開条例 

平成 13 年 3 月 29 日 
条例第 3 号 

墨田区公文書公開条例(昭和 61 年墨田区条例第 7 号)の全部を改正する。 
目次 
第 1 章 総則(第 1 条―第 4 条) 
第 2 章 区政情報の公開(第 5 条―第 16 条) 
第 3 章 不服申立て等(第 17 条―第 21 条) 
第 4 章 情報公開の総合的な推進(第 22 条・第 23 条) 
第 5 章 雑則(第 24 条―第 27 条) 
付則 
第 1 章 総則 
(目的) 
第 1 条 この条例は、区民の知る権利を尊重し、区民の区政情報の公開を請求する権利を明らかに

するとともに、区政情報の公開に関し必要な事項を定めることにより、墨田区(以下「区」とい

う。)が区政に関し区民に説明する責務を全うし、一層開かれた区政の実現を図り、区政に対す

る区民の理解と信頼を深め、もって地方自治の本旨に即した区政を推進することを目的とする。 
(定義) 
第 2 条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 
(1) 実施機関 区長、教育委員会、選挙管理委員会、監査委員及び議会をいう。 
(2) 区政情報 実施機関の職員が職務上作成し、又は取得した文書、図画、写真、フィルム及び電

磁的記録(電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作

られた記録をいう。以下同じ。)であって、当該実施機関の職員が組織的に用いるものとして、

当該実施機関が保有しているものをいう。ただし、次に掲げるものを除く。 
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ア 官報、公報、新聞、雑誌、書籍その他不特定多数の者に頒布し、又は販売することを目的とし

て発行されるもの 
イ 墨田区立の図書館、郷土文化資料館その他これらに類する施設において、歴史的若しくは文化

的な資料又は学術研究用の資料として特別な管理がされているもの 
(実施機関の責務) 
第 3 条 実施機関は、この条例の目的を達成するため、区政情報の公開を請求する区民の権利が十

分尊重されるように、この条例を解釈し、運用しなければならない。この場合において、実施機

関は、個人の尊厳を守るため、個人に関する情報がみだりに公にされることのないよう最大限の

配慮をしなければならない。 
(適正な請求及び使用) 
第 4 条 この条例の定めるところにより区政情報の公開を請求しようとするものは、この条例の目

的に即し、適正な請求に努めるとともに、区政情報の公開を受けたときは、これによって得た情

報を適正に使用しなければならない。 
第 2 章 区政情報の公開 
(区政情報の公開を請求することができるもの) 
第 5 条 何人も、この条例の定めるところにより、実施機関に対して区政情報の公開を請求するこ

とができる。 
(公開義務及び非公開情報) 
第 6 条 実施機関は、前条による公開請求(以下「公開請求」という。)があったときは、当該公開

請求に係る区政情報に次の各号のいずれかに該当する情報(以下「非公開情報」という。)が記録

されている場合を除き、公開請求をしたもの(以下「公開請求者」という。)に対し、当該区政情

報を公開しなければならない。 
(1) 法令及び条例(以下「法令等」という。)の規定又は実施機関が法律上従う義務を有する各大臣、

東京都知事その他国若しくは東京都の機関の示す処理基準により、公にすることができないと認

められる情報 
(2) 個人に関する情報(事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。)で特定の個人を識別する

ことができるもの(他の情報と照合することにより、特定の個人を識別することができることと

なるものを含む。)又は特定の個人を識別することはできないが、公にすることにより、なお個

人の権利利益を害するおそれがあるもの。ただし、次に掲げる情報を除く。 
ア 法令等の規定により又は慣行として公にされ、又は公にすることが予定されている情報 
イ 人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要であると認められる情報 
ウ 当該個人が公務員等(国家公務員法(昭和 22 年法律第 120 号)第 2 条第 1 項に規定する国家公務

員(独立行政法人通則法(平成 11 年法律第 103 号)第 2 条第 2 項に規定する特定独立行政法人の役

員及び職員を除く。)、独立行政法人等(独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律(平成

13年法律第 140号)第 2条第 1項に規定する独立行政法人等をいう。以下同じ。)の役員及び職員、

地方公務員法(昭和 25 年法律第 261 号)第 2 条に規定する地方公務員並びに地方独立行政法人(地
方独立行政法人法(平成 15 年法律第 118 号)第 2 条第 1 項に規定する地方独立行政法人をいう。

以下同じ。)の役員及び職員をいう。)である場合において、当該情報がその職務の遂行に係る情

報であるときは、当該情報のうち、当該公務員等の職及び当該職務遂行の内容に係る部分 
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(3) 法人(国、独立行政法人等、地方公共団体及び地方独立行政法人を除く。)その他の団体(以下「法

人等」という。)に関する情報又は事業を営む個人の当該事業に関する情報であって、公にする

ことにより、当該法人等又は当該事業を営む個人の競争上又は事業運営上の地位その他社会的な

地位が損なわれると認められるもの。ただし、人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、

公にすることが必要であると認められる情報を除く。 
(4) 公にすることにより、犯罪の予防その他の公共の安全と秩序の維持に支障が生じるおそれがあ

る情報 
(5) 実施機関並びに国、独立行政法人等、他の地方公共団体及び地方独立行政法人の内部又は相互

間における審議、検討又は協議に関する情報であって、公にすることにより、率直な意見の交換

若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれ、不当に区民の間に混乱を生じさせ、又は特定の者

に不当に利益を与え、若しくは不利益を及ぼすと認められるもの 
(6) 実施機関又は国、独立行政法人等、他の地方公共団体若しくは地方独立行政法人が行う事務又

は事業に関する情報であって、公にすることにより、次に掲げる支障を及ぼすと認められるもの

その他当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすと認められる

もの 
ア 監査、検査、取締り又は試験に係る事務に関し、正確な事実の把握を困難にし、又は違法若し

くは不当な行為を容易にし、若しくはその発見を困難にすること。 
イ 契約、交渉又は争訟に係る事務に関し、国、独立行政法人等、地方公共団体又は地方独立行政

法人の財産上の利益又は当事者としての地位を不当に害すること。 
ウ 調査研究に係る事務に関し、その公正かつ能率的な遂行を不当に阻害すること。 
エ 人事管理に係る事務に関し、公正かつ円滑な人事の確保を困難にすること。 
(7) 区、国、独立行政法人等、他の地方公共団体、地方独立行政法人及び公開請求者以外のもの(以
下「第三者」という。)が、実施機関の要請を受けて、公にしないとの条件で任意に提供した情

報であって、第三者における通例として公にしないこととされているものその他の当該条件を付

することが当該情報の性質、当時の状況等に照らして合理的であると認められるもの。ただし、

人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要であると認められる情報を

除く。 
(平 14 条 47・平 16 条 3・平 19 条 36・一部改正) 
(区政情報の部分公開) 
第7条 実施機関は、公開請求に係る区政情報の一部に非公開情報が記録されている場合において、

非公開情報に係る部分を容易に区分して除くことができ、かつ、区分して除くことにより当該公

開請求の趣旨が損なわれることがないと認められるときは、当該非公開情報に係る部分以外の部

分を公開しなければならない。 
2 公開請求に係る区政情報に前条第 2 号の情報(特定の個人を識別することができるものに限る。)
が記録されている場合において、当該情報のうち、特定の個人を識別することができることとな

る記述等の部分を除くことにより、公にしても、個人の権利利益が害されるおそれがないと認め

られるときは、当該部分を除いた部分は、同号の情報に含まれないものとみなして、前項の規定

を適用する。 
(公益上の理由による裁量的公開) 
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第 8 条 実施機関は、公開請求に係る区政情報に非公開情報(第 6 条第 1 号に該当する情報を除く。)
が記録されている場合であっても、公益上特に必要があると認めるときは、公開請求者に対し、

当該区政情報を公開することができる。 
(区政情報の存否に関する情報) 
第 9 条 実施機関は、公開請求に対し、当該公開請求に係る区政情報が存在しているか否かを答え

るだけで、非公開情報を公開することとなるときは、当該区政情報の存否を明らかにしないで、

当該公開請求を拒否することができる。 
(公開請求の手続) 
第 10 条 区政情報の公開を請求しようとするものは、次に掲げる事項を記載した請求書(以下「公

開請求書」という。)を実施機関に提出しなければならない。 
(1) 氏名又は名称及び住所又は事務所若しくは事業所の所在地並びに法人その他の団体にあって

はその代表者の氏名 
(2) 公開請求に係る区政情報を特定するために必要な事項 
(3) 前 2 号に掲げるもののほか、墨田区規則(以下「規則」という。)で定める事項 
2 実施機関は、公開請求書に形式上の不備があると認めるときは、公開請求者に対し、相当の期

間を定めて、その補正を求めることができる。この場合において、実施機関は、公開請求者に対

し、補正の参考となる情報を提供するよう努めなければならない。 
(公開請求に対する決定等) 
第 11 条 実施機関は、公開請求に係る区政情報の全部又は一部を公開するときは、その旨の決定

をし、公開請求者に対し、その旨並びに公開をする日時及び場所を書面により通知しなければな

らない。 
2 実施機関は、公開請求に係る区政情報の全部を公開しないとき(第 9 条の規定により公開請求を

拒否するとき及び公開請求に係る区政情報を現に保有していないときを含む。以下同じ。)は、

公開しない旨の決定をし、公開請求者に対し、その旨を書面により通知しなければならない。 
(公開決定等の期限) 
第 12 条 前条各項の決定(以下「公開決定等」という。)は、公開請求があった日の翌日から起算し

て 14 日以内にしなければならない。ただし、第 10 条第 2 項の規定により補正を求めた場合にあ

っては、当該補正に要した日数は、当該期間に算入しない。 
2 実施機関は、やむを得ない理由により、前項に規定する期間内に公開決定等をすることができ

ないときは、公開請求があった日の翌日から起算して 60 日を限度としてその期間を延長するこ

とができる。この場合において、実施機関は、公開請求者に対し、速やかにその期間を延長する

旨、延長する期間及び延長する理由を書面により通知しなければならない。 
3 公開請求に係る区政情報が著しく大量であるため、公開請求があった日の翌日から起算して 60
日以内にそのすべてについて公開決定等をすることにより事務の遂行に著しい支障が生じるお

それがある場合には、前 2 項の規定にかかわらず、実施機関は、公開請求に係る区政情報のうち

の相当の部分につき当該期間内に公開決定等をし、残りの区政情報については相当の期間内に公

開決定等を行うことができる。この場合において、実施機関は、第 1 項に規定する期間内に、公

開請求者に対し、次に掲げる事項を書面により通知しなければならない。 
(1) 本項を適用する旨及びその理由 
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(2) 残りの区政情報について公開決定等を行う期限 
(理由の付記等) 
第 13 条 実施機関は、第 11 条各項の規定により公開請求に係る区政情報の全部又は一部を公開し

ないときは、公開請求者に対し、当該各項に規定する書面によりその理由を示さなければならな

い。この場合において、当該理由の提示は、公開しないこととする根拠規定及び当該規定を適用

する根拠が当該書面の記載自体から理解され得るものでなければならない。 
2 実施機関は、区政情報を公開しないことの決定(第 9 条の規定により、公開請求を拒否する場合

を除く。)を行った当該区政情報に記録されている情報が、期間の経過により非公開情報に該当

しなくなることが明らかであるときは、その該当しなくなる時期を、前項に規定する書面に記載

しなければならない。 
(第三者保護に関する手続) 
第 14 条 公開請求に係る区政情報に区以外のものに関する情報が記録されているときは、実施機

関は、公開決定等に先立ち、区以外のものに対し、公開請求に係る区政情報の表示その他実施機

関が定める事項を通知して、理由を付記した意見書(以下「意見書」という。)を提出する機会を

与えることができる。 
2 実施機関は、次の各号のいずれかに該当するときは、第 11 条第 1 項の決定(以下「公開決定」

という。)に先立ち、当該第三者に対し、公開請求に係る区政情報の表示その他実施機関が定め

る事項を書面により通知して、意見書を提出する機会を与えなければならない。ただし、当該第

三者の所在が判明しない場合は、この限りでない。 
(1) 第三者に関する情報が記録されている区政情報を公開しようとする場合であって、当該情報が

第 6 条第 2 号イ、同条第 3 号ただし書又は同条第 7 号ただし書に該当すると認められるとき。 
(2) 第三者に関する情報が記録されている区政情報を第 8 条の規定により公開しようとするとき。 
3 実施機関は、前 2 項の規定により意見書の提出の機会を与えられた第三者が当該区政情報の公

開に反対の意思を表示した意見書を提出した場合において、公開決定をするときは、公開決定の

日と公開する日との間に少なくとも 2 週間を置かなければならない。この場合において、実施機

関は、公開決定後直ちに、当該意見書(以下「反対意見書」という。)を提出した第三者に対し、

公開決定をした旨及びその理由並びに公開する日を書面により通知しなければならない。 
(区政情報の公開の方法) 
第 15 条 区政情報の公開は、文書、図画又は写真については閲覧又は写しの交付により、フィル

ムについては視聴又は写しの交付により、電磁的記録については視聴、閲覧、写しの交付等でそ

の種別、情報化の進展状況等を勘案して規則で定める方法により行う。 
2 実施機関は、前項に規定する視聴又は閲覧の方法による区政情報の公開に当たって、当該区政

情報の保存に支障を生じるおそれがあると認めるときその他合理的な理由があるときは、当該区

政情報の写しによりこれを行うことができる。 
(平 14 条 47・一部改正) 
(費用負担) 
第 16 条 この条例の規定による区政情報の閲覧又は視聴については、無料とする。 
2 前条の規定による区政情報の写しの作成及び当該写しの送付に要する費用は、公開請求者の負

担とする。 
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第 3 章 不服申立て等 
(不服申立て) 
第 17 条 公開決定等について行政不服審査法(昭和 37 年法律第 160 号)の規定に基づく不服申立て

があったときは、当該不服申立てに対する決定又は裁決をすべき実施機関は、遅滞なく、墨田区

情報公開及び個人情報保護審査会条例(平成 2 年墨田区条例第 20 号)に基づく墨田区情報公開及

び個人情報保護審査会(以下「審査会」という。)に諮問しなければならない。ただし、次の各号

のいずれかに該当するときは、この限りでない。 
(1) 不服申立てが明らかに不適法であり、却下するとき。 
(2) 不服申立てに係る公開決定等(公開請求に係る区政情報の全部を公開する旨の決定を除く。以

下この号及び第 20 条第 2 項において同じ。)を取り消し、又は変更し、当該不服申立てに係る区

政情報の全部を公開するとき。ただし、当該公開決定等について反対意見書が提出されていると

きを除く。 
(諮問した旨の通知) 
第 18 条 前条の規定により諮問をした実施機関(以下「諮問庁」という。)は、次に掲げるものに対

し、諮問をした旨を通知しなければならない。 
(1) 不服申立人及び参加人 
(2) 公開請求者(公開請求者が不服申立人又は参加人である場合を除く。) 
(3) 当該不服申立てに係る公開決定等について反対意見書を提出した第三者(当該第三者が不服申

立人又は参加人である場合を除く。) 
(答申書の送付等) 
第 19 条 諮問庁は、審査会から諮問に対する答申があったときは、答申書の写しを前条各号に規

定するものに対し送付するものとする。 
(決定及び裁決) 
第 20 条 諮問庁は、決定又は裁決をするに当たっては、審査会の答申を尊重しなければならない。 
2 第 14 条第 3 項の規定は、次の各号のいずれかに該当する決定又は裁決をする場合について準用

する。 
(1) 公開決定に対する第三者からの不服申立てを却下し、又は棄却する決定又は裁決 
(2) 不服申立てに係る公開決定等を変更し、当該公開決定等に係る区政情報を公開する旨の決定又

は裁決(第三者である参加人が当該区政情報の公開に反対の意思を表示している場合に限る。) 
(他の制度等との調整) 
第 21 条 この条例は、他の法令等の規定により閲覧若しくは縦覧又は謄本、抄本その他の写しの

交付の手続が定められている区政情報については、適用しない。 
2 この条例は、墨田区立の図書館その他の区の施設において一般の利用に供することを目的とし

て管理されている区政情報については、適用しない。 
第 4 章 情報公開の総合的な推進 
(情報公開の総合的な推進に関する区の責務) 
第 22 条 区は、第 2 章に定める区政情報の公開のほか、情報公表施策及び情報提供施策の拡充を

図り、区政に関する正確で分かりやすい情報を区民が迅速かつ容易に得られるよう、情報公開の

総合的な推進に努めるものとする。 
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2 区は、情報収集機能及び情報提供機能の強化並びにこれらの機能の有機的連携の確保並びに実

施機関相互間における情報の有効活用等を図るため、総合的な情報管理体制の整備に努めるもの

とする。 
(情報の提供等) 
第 23 条 実施機関は、この条例に基づく区政情報の公開を行うほか、区民が必要とする情報を的

確に把握するとともに、当該情報を積極的に提供するよう努めなければならない。 
2 実施機関は、区の総合的な計画の報告書等規則で定めるものについて、その公表に努めなけれ

ばならない。 
第 5 章 雑則 
(出資法人等の情報公開) 
第 24 条 区が出資又は財政的援助を行う法人その他の団体であって、実施機関が指定するもの(以
下「出資法人等」という。)は、この条例の趣旨にのっとり情報公開を行うため必要な措置を講

じるよう努めるものとする。 
2 実施機関は、出資法人等に対し、前項に定める必要な措置を講じるよう指導に努めるものとす

る。 
3 出資法人等は、公開の申出に係る回答に対して苦情の申出があったときは、当該指定をした実

施機関に対し、助言を求めることができる。 
4 前項の規定による助言を求められた実施機関は、必要と認めるときは、審査会の意見を聴くこ

とができる。 
(区政情報の管理等) 
第 25 条 実施機関は、この条例の適正かつ円滑な運用に資するため、区政情報を適正に管理する

ものとする。 
2 実施機関は、区政情報の分類、作成、保存及び廃棄に関する基準その他の区政情報の管理に関

する必要な事項について定めるものとする。 
3 実施機関は、区政情報の検索に資するため、区政情報の検索資料を作成し、区政情報の公開を

請求しようとするものの利用に供するものとする。 
(実施状況の公表) 
第 26 条 区長は、毎年 1 回各実施機関の区政情報の公開等についての実施状況を取りまとめ、公

表しなければならない。 
(委任) 
第 27 条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 
付 則 抄 
(施行期日) 
1 この条例は、平成 13 年 4 月 1 日から施行する。 
(経過措置) 
2 この条例の施行の際、この条例による改正前の墨田区公文書公開条例(以下「旧条例」という。)
第 9 条の規定により、現にされている公文書の公開請求は、この条例第 10 条第 1 項の規定によ

りされた公開請求とみなす。 
3 この条例の施行の際、現に旧条例第 13 条の規定により墨田区公文書公開及び個人情報保護審査
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会にしている諮問は、この条例第 17 条の規定により審査会にした諮問とみなす。 
4 前 2 項に規定するもののほか、この条例の施行前に旧条例の規定によりした処分、手続その他

の行為は、この条例の相当の規定によりした処分、手続その他の行為とみなす。 
(墨田区公文書公開制度及び個人情報保護制度運営審議会条例の一部改正) 
5 墨田区公文書公開制度及び個人情報保護制度運営審議会条例(平成 2 年墨田区条例第 21 号)の一

部を次のように改正する。 
〔次のよう〕略 
付 則(平成 14 年 12 月 9 日条例第 47 号)抄 
(施行期日) 
1 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第 6 条第 2 号ウの改正規定(日本郵政公社の役員

及び職員を国家公務員から除くことに係る部分に限る。)及び付則第 3 項の規定は、平成 15 年 4
月 1 日から施行する。 

(経過措置) 
2 この条例の施行の際、現にされている区政情報の公開の請求のうち、この条例による改正前の

墨田区情報公開条例第 11 条の規定による処分のなされていないものについては、この条例によ

る改正後の墨田区情報公開条例の規定を適用する。 
3 第 6条第 2号ウの改正規定(日本郵政公社の役員及び職員を国家公務員から除くことに係る部分

に限る。)の施行の際、現にされている区政情報の公開の請求のうち、当該改正規定による改正

前の墨田区情報公開条例第 11 条の規定による処分のなされていないものについては、当該改正

規定による改正後の墨田区情報公開条例の規定を適用する。 
付 則(平成 16 年 3 月 30 日条例第 3 号) 
この条例は、平成 16 年 4 月 1 日から施行する。 
付 則(平成 19 年 7 月 2 日条例第 36 号) 
この条例は、平成 19 年 10 月 1 日から施行する。 
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２．墨田区個人情報保護条例 

墨田区個人情報保護条例 
平成 2 年 6 月 30 日 

条例第 19 号 
目次 
第 1 章 総則(第 1 条―第 5 条) 
第 2 章 個人情報の収集(第 6 条―第 9 条) 
第 3 章 保有個人情報の管理(第 10 条―第 13 条) 
第 4 章 保有個人情報の利用(第 14 条―第 16 条の 3) 
第 5 章 自己情報の開示、訂正等(第 17 条―第 22 条の 2) 
第 6 章 事業者に対する指導及び勧告等(第 23 条―第 24 条の 2) 
第 7 章 救済の手続及び苦情の申出(第 25 条―第 26 条) 
第 8 章 雑則(第 27 条―第 33 条) 
第 9 章 罰則(第 34 条―第 38 条) 
付則 
第 1 章 総則 
(目的) 
第 1 条 この条例は、区民に対して自己に関する保有個人情報(以下「自己情報」という。)の開示、

訂正等を請求する権利を保障するとともに、個人情報の保護に関し必要な事項を定めることによ

り、区民の基本的人権を守り、もって信頼される区政の実現を図ることを目的とする。 
(平 16 条 30・一部改正) 
(定義) 
第 2 条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところに

よる。 
(1) 個人情報 生存する個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の

記述等により特定の個人を識別することができるもの(他の情報と照合することにより、特定の

個人を識別することができることとなるものを含む。)をいう。 
(2) 保有個人情報 実施機関の職員が職務上作成し、又は取得した個人情報(文書、図画、写真、

フィルム及び電磁的記録(電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することがで

きない方式で作られた記録をいう。以下同じ。)に記録されたものをいう。以下同じ。)であって、

当該実施機関の職員が組織的に利用するものとして、当該実施機関が保有しているものをいう。 
(3) 個人情報ファイル 保有個人情報を含む情報の集合物であって、次に掲げるものをいう。 
ア 一定の事務の目的を達成するために特定の保有個人情報を電子計算組織を用いて検索するこ

とができるように体系的に構成したもの 
イ アに掲げるもののほか、一定の事務の目的を達成するために氏名、生年月日その他の記述等に

より特定の保有個人情報を容易に検索することができるように体系的に構成したもの 
(4) 区民等 実施機関によって自己情報が保管されている区民又は区民以外の者をいう。 
(5) 実施機関 区長、教育委員会、選挙管理委員会、監査委員及び議会をいう。 
(6) 電子計算組織 与えられた処理手順に従い、事務を自動的に処理する電子的機器の組織をいう。 
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(7) 事業者 法人その他の団体(国、独立行政法人等(独立行政法人等の保有する個人情報の保護に

関する法律(平成 15年法律第59号)第 2条第 1項に規定する独立行政法人等をいう。以下同じ。)、
地方公共団体及び地方独立行政法人(地方独立行政法人法(平成 15 年法律第 118 号)第 2 条第 1 項

に規定する地方独立行政法人をいう。以下同じ。)を除く。)及び事業を営む個人をいう。 
(平 16 条 30・一部改正) 
(実施機関の責務) 
第 3 条 実施機関は、事務を執行するに当たって個人情報を取り扱うときは、区民の基本的人権を

尊重し、収集から廃棄に至る各段階において個人情報を保護するための必要な措置を講じなけれ

ばならない。 
(職員の義務) 
第 3 条の 2 実施機関の職員は、個人情報を取り扱う事務に従事するに当たっては、個人情報を保

護するとともに、関係法令等を遵守しなければならない。 
2 個人情報の取扱いに従事する実施機関の職員又は職員であった者は、その業務に関して知り得

た個人情報の内容をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に利用してはならない。 
(平 15 条 21・追加、平 16 条 30・一部改正) 
(事業者の責務) 
第 4 条 事業者は、その事業の実施に当たって個人情報を取り扱うときは、個人の基本的人権を侵

害することのないよう努めるとともに、個人情報の保護に関する区の施策に協力しなければなら

ない。 
(区民の責務) 
第 5 条 区民は、相互に基本的人権を尊重し、個人情報を保護することの重要性を認識するととも

に、個人情報の保護に関する区の施策に協力しなければならない。 
第 2 章 個人情報の収集 
(適正な収集) 
第 6 条 実施機関は、個人情報を収集するに当たっては、法令又は条例(以下「法令等」という。)
の定める所掌事務を遂行するため必要な場合に限り、かつ、個人情報の利用目的(以下「利用目

的」という。)を可能な限り特定しなければならない。 
2 実施機関は、前項の規定により特定された利用目的の達成に必要な範囲を超えて個人情報を収

集してはならない。 
(平 16 条 30・全部改正) 
(収集禁止事項) 
第 7 条 実施機関は、思想、信条及び宗教に関する個人情報並びに社会的差別の原因となる諸事実

に関する個人情報を収集してはならない。ただし、次の各号の一に該当する場合は、この限りで

ない。 
(1) 収集することについて、法令又は条例に定めのあるとき。 
(2) 実施機関が墨田区情報公開制度及び個人情報保護制度運営審議会条例(平成 2 年墨田区条例第

21号)に基づく墨田区情報公開制度及び個人情報保護制度運営審議会(以下「運営審議会」という。)
の意見を聴いて、収集することを特に必要と認めたとき。 

(平 13 条 4・一部改正) 
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(収集の制限) 
第 8 条 実施機関は、個人情報を収集するに当たっては、本人又はその代理人から法令等に基づく

申請行為その他これに類似する行為により収集する場合を除き、利用目的を明示して行わなけれ

ばならない。 
2 実施機関は、個人情報を直接本人から収集しなければならない。ただし、次の各号の一に該当

する場合は、この限りでない。 
(1) 本人以外のものから収集することについて、本人の同意を得たとき。 
(2) 本人以外のものから収集することについて、法令又は条例に定めのあるとき。 
(3) 本人以外のものから収集することが区民の生命、身体、健康又は財産に対する危険を避けるた

め、緊急やむを得ないとき。 
(4) 出版、報道等により現に公知性のある個人情報を収集するとき。 
(5) 実施機関があらかじめ運営審議会の意見を聴いて、本人以外のものから収集することを特に必

要と認めたとき。 
3 実施機関は、前項第 3 号又は第 5 号の規定により個人情報を収集したときは、運営審議会の意

見を聴いて特に通知する必要がないと認めた場合を除くほか、本人以外のものから収集した旨を

本人に通知しなければならない。 
(平 16 条 30・旧第 9 条繰上・一部改正) 
(個人情報の登録) 
第 9 条 実施機関は、個人情報ファイルを保有するときは、あらかじめ次に掲げる事項を個人情報

ファイル簿に登録しなければならない。ただし、緊急やむを得ないときは、個人情報を収集し、

保管し、又は利用した後に登録することができる。 
(1) 個人情報ファイルの名称 
(2) 個人情報ファイルの利用目的 
(3) 記録する個人情報の項目及び本人(他の個人の氏名、生年月日その他の記述等によらないで検

索し得る者に限る。)として記録される個人の範囲 
(4) 記録する個人情報の収集方法 
(5) 電子計算組織による処理の有無 
(6) 個人情報ファイルを管理する組織の名称及び個人情報管理責任者 
(7) 前各号に掲げるもののほか、墨田区規則(以下「規則」という。)で定める事項 
2 前項の規定は、次に掲げる個人情報ファイルについては、適用しない。 
(1) 犯則事件の調査又は公訴の提起若しくは維持のために作成し、又は取得する個人情報ファイル 
(2) 専ら試験的な電子計算組織による処理の用に供するための個人情報ファイル 
(3) 前項の規定により登録した個人情報ファイルに記録されている記録情報の全部又は一部を記

録した個人情報ファイルであって、その利用目的、記録項目及び記録範囲が当該登録の範囲内の

もの 
(4) 1 年以内に消去することとなる記録情報のみを記録する個人情報ファイル 
(5) 本人の数が規則で定める数に満たない個人情報ファイル 
(6) 前各号に掲げる個人情報ファイルに準ずるものとして規則で定める個人情報ファイル 
3 実施機関は、第 1 項の登録の内容を廃止し、又は内容に変更があるときは、当該登録を抹消し、
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又はその内容を修正しなければならない。 
4 実施機関は、個人情報ファイル簿を閲覧に供しなければならない。 
(平 16 条 30・追加) 
第 3 章 保有個人情報の管理 
(平 16 条 30・改称) 
(適正な管理) 
第 10 条 実施機関は、保有個人情報の適正な管理及び安全保護を図るため、次の措置を講じなけ

ればならない。 
(1) 保有個人情報を正確かつ最新なものとすること。 
(2) 保有個人情報の漏えい、紛失、改ざん、破損その他の事故を防止すること。 
(3) 保有個人情報の管理が必要でなくなったときは、速やかに廃棄し、又は消去すること。 
(平 16 条 30・一部改正) 
(個人情報管理責任者の設置) 
第 11 条 実施機関は、保有個人情報の適正な管理及び安全保護を図るため、規則で定めるところ

により個人情報管理責任者を置かなければならない。 
(平 16 条 30・一部改正) 
(受託者に対する措置) 
第 12 条 実施機関は、個人情報を取り扱う業務を外部のものに委託するときは、個人情報を保護

するために必要な措置を講じなければならない。 
2 実施機関は、前項による委託をしたときは、運営審議会に報告しなければならない。 
(受託者の義務) 
第 12 条の 2 実施機関から個人情報を取り扱う業務の処理を受託したものは、個人情報の漏えい、

紛失、改ざん、破損の防止その他の個人情報の適正な管理及び保護を図るため、必要な措置を講

じなければならない。 
(平 16 条 30・追加) 
(従事者の義務) 
第 12 条の 3 前条に規定する業務の従事者は、当該業務に従事するに当たって、個人情報を保護

しなければならない。 
2 前項に規定する業務に従事している者又は従事していた者は、その業務に関して知り得た個人

情報の内容をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならない。 
(平 16 条 30・追加) 
(電子計算組織への記録の禁止) 
第 13 条 実施機関は、第 7 条ただし書の規定により収集した個人情報を、電子計算組織に記録し

てはならない。 
2 前項の規定にかかわらず、実施機関は、第 7 条ただし書の規定により収集した個人情報を電子

計算組織に記録する必要があるときは、あらかじめ運営審議会の意見を聴かなければならない。 
(平 16 条 30・一部改正) 
第 4 章 保有個人情報の利用 
(平 16 条 30・改称) 
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(適正な利用) 
第 14 条 実施機関は、収集した保有個人情報を利用目的に即して、適正に利用しなければならな

い。 
(平 16 条 30・一部改正) 
(目的外利用の制限) 
第 15 条 実施機関は、収集した保有個人情報を利用目的の範囲を超えて利用(以下「目的外利用」

という。)してはならない。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。 
(1) 目的外利用することについて、本人の同意を得たとき。 
(2) 目的外利用することについて、法令又は条例に定めのあるとき。 
(3) 目的外利用することが区民の生命、身体、健康又は財産に対する危険を避けるため、緊急やむ

を得ないとき。 
(4) 実施機関があらかじめ運営審議会の意見を聴いて、目的外利用することが特に必要であると認

めたとき。 
2 実施機関は、前項第 3 号又は第 4 号の規定により保有個人情報を目的外利用したときは、運営

審議会の意見を聴いて特に通知する必要がないと認めた場合を除くほか、目的外利用した旨を本

人に通知しなければならない。 
3 実施機関は、第 1 項ただし書の規定により目的外利用したときは、規則で定める事項を記録し、

閲覧に供しなければならない。 
(平 16 条 30・一部改正) 
(外部提供の制限) 
第 16 条 実施機関は、収集した保有個人情報を利用目的の範囲を超えて、当該実施機関以外のも

のに提供(以下「外部提供」という。)してはならない。ただし、次の各号のいずれかに該当する

場合は、この限りでない。 
(1) 外部提供することについて、本人の同意を得たとき。 
(2) 外部提供することについて、法令又は条例に定めのあるとき。 
(3) 外部提供することが区民の生命、身体、健康又は財産に対する危険を避けるため、緊急やむを

得ないとき。 
(4) 他の実施機関に提供する場合で、事務に必要な限度で利用し、かつ、利用することに相当の理

由があると認められるとき。 
(5) 実施機関があらかじめ運営審議会の意見を聴いて、外部提供することが特に必要であると認め

たとき。 
2 前条第 2 項及び第 3 項の規定は、前項第 3 号又は第 5 号の規定により外部提供した場合につい

て準用する。 
(平 16 条 30・一部改正) 
(オンライン結合による保有個人情報の提供) 
第 16 条の 2 実施機関は、法令に定めがあるとき又は公益上の必要があり、かつ、区民等の権利

利益を不当に侵害するおそれがないと認められるときでなければ、オンライン結合(当該実施機

関が管理する電子計算組織と実施機関以外のものが管理する電子計算組織その他の機器とを通

信回線を用いて結合し、当該実施機関の保有個人情報を実施機関以外のものが随時入手し得る状
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態にする方法をいう。以下同じ。)による保有個人情報の提供を行ってはならない。 
2 実施機関は、オンライン結合による保有個人情報の提供を新たに開始し、又はその内容を変更

しようとするときは、法令に定めがある場合を除き、あらかじめ運営審議会の意見を聴かなけれ

ばならない。 
3 実施機関は、法令に定めがある場合において、オンライン結合による保有個人情報の提供を新

たに開始し、又はその内容を変更したときは、速やかに運営審議会に報告しなければならない。 
4 実施機関は、オンライン結合による保有個人情報の提供を新たに開始したときは、その実施状

況について、規則で定めるところにより、運営審議会に報告するとともに、公表しなければなら

ない。 
(平 15 条 21・追加、平 16 条 30・一部改正) 
(不適切な取扱いに対する措置) 
第 16 条の 3 実施機関は、オンライン結合により提供した保有個人情報が適切に保護されず、区

民等の権利利益を不当に侵害するおそれがあると認めるときは、オンライン結合の相手先及び保

有個人情報の提供を受けたものに対し報告を求め、又は必要な調査を行わなければならない。 
2 実施機関は、前項の規定による報告又は調査により、オンライン結合により提供した保有個人

情報が適切に保護されず、区民等の権利利益を不当に侵害していると認めるときは、運営審議会

の意見を聴いて保有個人情報の保護に関し必要な措置を講じなければならない。ただし、緊急や

むを得ないと認めるときは、必要な措置を講じた後、速やかにその内容を運営審議会に報告しな

ければならない。 
(平 15 条 21・追加、平 16 条 30・一部改正) 
第 5 章 自己情報の開示、訂正等 
(開示の請求等) 
第 17 条 区民等は、実施機関に対し、自己情報の閲覧、視聴又は写し若しくは複製の交付(以下「開

示」という。)を請求することができる。 
2 実施機関は、前項の規定による開示の請求(以下「開示請求」という。)があったときは、当該請

求者に対し、当該請求者に係る保有個人情報の開示(以下「本人開示」という。)をしなければな

らない。ただし、次に該当する情報(以下「不開示情報」という。)については、この限りでない。 
(1) 法令等の定めにより、本人開示をしないこととされている情報 
(2) 開示することにより、開示請求者の生命、健康、生活又は財産を害するおそれがある情報 
(3) 未成年者又は成年被後見人(以下「未成年者等」という。)の法定代理人による開示請求がなさ

れた場合であって、開示することが当該未成年者等の利益に反すると認められる情報 
(4) 開示請求者以外の個人に関する情報(事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。)であっ

て、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等により開示請求者以外の特定の個人を識

別できるもの(他の情報と照合することにより、特定の個人を識別することができることとなる

ものを含む。)又は開示請求者以外の特定の個人を識別することはできないが、開示することに

より、なお開示請求者以外の個人の権利利益を害するおそれがあるもの。ただし、次に掲げる情

報を除く。 
ア 法令等の規定により又は慣行として開示請求者が知ることができ、又は知ることが予定されて

いる情報 
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イ 人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、開示することが必要であると認められる情報 
ウ 当該個人が公務員等(国家公務員法(昭和 22 年法律第 120 号)第 2 条第 1 項に規定する国家公務

員(独立行政法人通則法(平成 11 年法律第 103 号)第 2 条第 2 項に規定する特定独立行政法人の役

員及び職員を除く。)、独立行政法人等の役員及び職員、地方公務員法(昭和 25 年法律第 261 号)
第 2 条に規定する地方公務員並びに地方独立行政法人の役員及び職員をいう。)である場合にお

いて、当該情報がその職務遂行に係る情報であるときは、当該情報のうち、当該公務員等の職及

び当該職務遂行の内容に係る部分 
(5) 法人(国、独立行政法人等、地方公共団体及び地方独立行政法人を除く。)その他の団体(以下「法

人等」という。)に関する情報又は開示請求者以外の事業を営む個人の当該事業に関する情報で

あって、次に掲げるもの。ただし、人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、開示するこ

とが必要であると認められる情報を除く。 
ア 開示することにより、当該法人等又は当該個人の権利、競争上の地位その他正当な利益を害す

るおそれがあるもの 
イ 実施機関の要請を受けて、開示しないとの条件で任意に提供されたものであって、法人等又は

個人における通例として開示しないこととされているものその他の当該条件を付することが当

該情報の性質、当時の状況等に照らして合理的であると認められるもの 
(6) 実施機関並びに国、独立行政法人等、地方公共団体及び地方独立行政法人の内部又は相互間に

おける審議、検討又は協議に関する情報であって、開示することにより、率直な意見の交換若し

くは意思決定の中立性が不当に損なわれ、不当に区民の間に混乱を生じさせ、又は特定の者に不

当に利益を与え若しくは不利益を及ぼすと認められるもの 
(7) 実施機関又は国、独立行政法人等、地方公共団体若しくは地方独立行政法人が行う事務又は事

業に関する情報であって、開示することにより、次に掲げる支障を及ぼすと認められるものその

他当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすと認められるもの 
ア 監査、検査、取締り、試験又は租税の賦課若しくは徴収に係る事務に関し、正確な事実の把握

を困難にし、又は違法若しくは不当な行為を容易にし、若しくはその発見を困難にすること。 
イ 契約、交渉又は争訟に係る事務に関し、国、独立行政法人等、地方公共団体又は地方独立行政

法人の財産上の利益又は当事者としての地位を不当に害すること。 
ウ 調査研究に係る事務に関し、その公正かつ能率的な遂行を不当に阻害すること。 
エ 人事管理に係る事務に関し、公正かつ円滑な人事の確保を困難にすること。 
(平 13 条 4・平 16 条 30・平 19 条 36・一部改正) 
(部分開示) 
第 17 条の 2 実施機関は、開示請求があった保有個人情報の一部に不開示情報が含まれている場

合において、その部分を容易に区分して除くことができるときは、開示請求者に対し、当該部分

を除いた部分につき開示しなければならない。 
2 開示請求に係る保有個人情報に前条第 2項第 4 号の情報(開示請求者以外の特定の個人を識別す

ることができるものに限る。)が含まれている場合において、当該情報のうち、氏名、生年月日

その他の開示請求者以外の特定の個人を識別することができることとなる記述等の部分を除く

ことにより、開示しても、開示請求者以外の権利利益が害されるおそれがないと認められるとき

は、当該部分を除いた部分は、同号の情報に含まれないものとみなして、前項の規定を適用する。 
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(平 16 条 30・追加) 
(裁量的開示) 
第 17 条の 3 実施機関は、開示請求に係る保有個人情報に不開示情報が含まれている場合であっ

ても、個人の権利利益を保護するため特に必要があると認めるときは、開示請求者に対し、当該

保有個人情報を開示することができる。 
(平 16 条 30・追加) 
(保有個人情報の存否に関する情報) 
第 17 条の 4 開示請求に対し、当該開示請求に係る保有個人情報が存在しているか否かを答える

だけで、不開示情報を開示することとなるときは、実施機関は、当該保有個人情報の存否を明ら

かにしないで、当該開示請求を拒否することができる。 
(平 13 条 4・追加、平 16 条 30・旧第 17 条の 2 繰下・一部改正) 
(訂正請求) 
第 18 条 区民等は、次に掲げる自己情報の事実の記録に誤りがあると認めるときは、実施機関に

対し、当該自己情報の訂正の請求(以下「訂正請求」という。)をすることができる。 
(1) 第 17 条第 2 項の規定により開示を受けた自己情報 
(2) 実施機関からの通知により知ることとなった自己情報 
2 実施機関は、訂正請求があったときは、速やかに調査し、当該請求に理由があると認めるとき

は、当該自己情報を訂正しなければならない。 
3 第 1 項第 1 号に係る訂正請求は、自己情報の開示を受けた日から 90 日以内にしなければならな

い。 
(平 16 条 30・一部改正) 
(削除請求) 
第 19 条 区民等は、次に掲げる自己情報が第 6 条、第 7 条、第 8 条第 1 項、第 9 条第 1 項若しく

は第 2 項又は第 13 条の規定に違反して収集され、又は記録されていると認めるときは、実施機

関に対し、当該自己情報の削除の請求(以下「削除請求」という。)をすることができる。 
(1) 第 17 条第 2 項の規定により開示を受けた自己情報 
(2) 実施機関からの通知により知ることとなった自己情報 
2 実施機関は、削除請求があったときは、速やかに調査し、当該請求に理由があると認めるとき

は、当該自己情報を削除しなければならない。 
3 第 1 項第 1 号に係る削除請求は、自己情報の開示を受けた日から 90 日以内にしなければならな

い。 
(平 16 条 30・一部改正) 
(目的外利用及び外部提供の中止の請求等) 
第 20 条 区民等は、次に掲げる自己情報が第 15 条第 1 項の規定に違反して目的外利用されている

と認めるとき又は第 16 条第 1 項の規定に違反して外部提供されていると認めるときは、実施機

関に対し、当該自己情報の目的外利用又は外部提供の中止の請求(以下「目的外利用等の中止請

求」という。)をすることができる。 
(1) 第 17 条第 2 項の規定により開示を受けた自己情報 
(2) 実施機関からの通知により知ることとなった自己情報 
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2 実施機関は、目的外利用等の中止請求があったときは、速やかに調査し、当該請求に理由があ

ると認めるときは、当該自己情報の目的外利用又は外部提供を中止しなければならない。 
3 第 1 項第 1 号に係る目的外利用等の中止請求は、自己情報の開示を受けた日から 90 日以内にし

なければならない。 
(平 16 条 30・一部改正) 
(請求の方法) 
第 21 条 開示請求、訂正請求、削除請求又は目的外利用等の中止請求をしようとする者は、実施

機関に対し、次に掲げる事項を記載した請求書を提出しなければならない。 
(1) 請求者の氏名及び住所 
(2) 請求に係る自己情報を特定するために必要な事項 
(3) 請求の内容及び理由 
(4) 開示を受けた自己情報について訂正請求、削除請求又は目的外利用等の中止請求をする場合に

あっては、自己情報の開示を受けた日 
(5) 前各号に掲げるもののほか、規則で定める事項 
2 前項の請求をしようとする者は、実施機関に対して、自己が当該請求に係る個人情報の本人又

はその代理人であることを証明するために必要な書類で実施機関が定めるものを提出し、又は提

示しなければならない。 
3 実施機関は、第 1 項に規定する請求書に形式上の不備があると認めるときは、当該請求者に対

し、相当の期間を定めて、その補正を求めることができる。この場合において、実施機関は、当

該請求者に対し、補正の参考となる情報を提供するよう努めなければならない。 
(平 13 条 4・平 16 条 30・一部改正) 
(請求に対する決定等) 
第 22 条 前条第 1 項の請求に応じるか否かの決定(以下「可否の決定」という。)は、同項の請求

書を受理した日の翌日から起算して、開示請求にあっては 14 日以内に、訂正請求、削除請求又

は目的外利用等の中止請求にあっては 30 日以内にしなければならない。ただし、前条第 3 項の

規定により補正を求めた場合にあっては、当該補正に要した日数は、当該期間に算入しない。 
2 実施機関は、やむを得ない理由により前項に定める期間内に可否の決定ができないときは、前

条第 1 項の請求書を受理した日の翌日から起算して 60 日を限度として、当該決定期間を延長す

ることができる。 
3 実施機関は、可否の決定をしたとき又は前項の規定により決定期間を延長したときは、当該請

求者に対し、速やかに文書で通知しなければならない。この場合において、実施機関は、次の事

項を併せて明示しなければならない。 
(1) 本人開示をしないことと決定したとき(請求のあった個人情報の一部を本人開示しないことと

する場合を含む。)。 本人開示をしないこととした理由及び当該決定の日から 1 年以内に当該

個人情報の全部又は一部を明らかに本人開示することができると認められるときはその時期 
(2) 訂正請求、削除請求又は目的外利用等の中止請求に応じないことと決定したとき。 応じない

理由 
(3) 前項の規定により決定期間を延長したとき。 延長した理由及び可否の決定をすることのでき

る時期 
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4 実施機関は、訂正請求、削除請求又は目的外利用等の中止請求に応じることと決定したときは、

速やかに、その旨を外部提供を受けているものに通知する等必要な措置をとらなければならない。 
(平 13 条 4・一部改正) 
(第三者保護に関する手続) 
第 22 条の 2 開示請求に係る保有個人情報に実施機関並びに国、独立行政法人等、地方公共団体、

地方独立行政法人及び開示請求者以外の者(以下この条、第 25 条の 2 及び第 25 条の 4 において

「第三者」という。)に関する情報が含まれているときは、実施機関は、開示決定等をするに当

たって、当該情報に係る第三者に対し、意見書を提出する機会を与えることができる。 
2 実施機関は、次の各号のいずれかに該当するときは、開示決定に先立ち、当該第三者に対し、

開示請求に係る当該第三者に関する情報の内容を書面により通知して、意見書を提出する機会を

与えなければならない。ただし、当該第三者の所在が判明しない場合は、この限りでない。 
(1) 第三者に関する情報が記録されている保有個人情報を開示しようとする場合であって、当該情

報が第 17 条第 2 項第 4 号イ又は同項第 5 号ただし書に規定する情報に該当すると認められると

き。 
(2) 第三者に関する情報が記録されている保有個人情報を第 17 条の 3 の規定により開示しようと

するとき。 
3 実施機関は、前 2 項の規定により意見書の提出の機会を与えられた第三者が当該情報の開示に

反対の意思を表示した意見書を提出した場合において、開示決定をするときは、開示決定の日と

開示する日との間に少なくとも2週間を置かなければならない。この場合において、実施機関は、

開示決定後直ちに、当該意見書(以下「反対意見書」という。)を提出した第三者に対し、開示決

定をした旨及びその理由並びに開示する日を書面により通知しなければならない。 
(平 16 条 30・追加) 
第 6 章 事業者に対する指導及び勧告等 
(平 16 条 30・改称) 
(区長の指導及び勧告) 
第 23 条 区長は、事業者が事業活動を行うに当たって、個人情報に係る区民の基本的人権を侵害

し、又は侵害するおそれがあると認めるときは、その是正又は中止を指導し、又は勧告すること

ができる。 
2 区民は、事業者が、自己情報に係る基本的人権を侵害し、又は侵害するおそれがあると認める

ときは、区長に対し、当該行為の是正又は中止を指導し、又は勧告するよう申し出ることができ

る。 
(事実の公表) 
第 24 条 区長は、事業者が前条第 1 項の規定による是正又は中止の指導又は勧告に従わないとき

は、その事実を公表することができる。 
2 区長は、事実を公表しようとするときは、あらかじめ運営審議会の意見を聴かなければならな

い。 
(苦情処理のあっせん等) 
第 24 条の 2 区長は、個人情報の保護に関する法律(平成 15 年法律第 57 号)第 13 条に規定する苦

情が適切に、かつ、迅速に処理されるよう、苦情の処理のあっせんその他必要な措置を講ずるも
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のとする。 
(平 16 条 30・追加) 
第 7 章 救済の手続及び苦情の申出 
(不服申立ての取扱い) 
第 25 条 開示決定、訂正決定、削除決定又は目的外利用等の中止決定について行政不服審査法(昭
和 37 年法律第 160 号)に基づく不服申立てがあったときは、当該不服申立てに対する裁決又は決

定をすべき実施機関は、次の各号のいずれかに該当する場合を除き、墨田区情報公開及び個人情

報保護審査会条例(平成 2 年墨田区条例第 20 号)に基づく墨田区情報公開及び個人情報保護審査

会(以下「審査会」という。)に諮問しなければならない。 
(1) 不服申立てが明らかに不適法であり、却下するとき。 
(2) 不服申立てに係る決定等(開示請求に係る自己情報の全部を開示する旨の決定、訂正請求、削

除請求又は目的外利用等の中止請求の全部を容認する旨の決定を除く。)を取り消し、又は変更

し、当該不服申立てに係る保有個人情報の全部を開示することとしたとき。ただし、当該開示決

定について反対意見書が提出されているときを除く。 
(平 16 条 30・全部改正) 
(諮問した旨の通知) 
第 25 条の 2 前条の規定により諮問をした実施機関(以下「諮問庁」という。)は、次に掲げるもの

に対し、諮問をした旨を通知しなければならない。 
(1) 不服申立人及び参加人 
(2) 開示請求者、訂正請求者、削除請求者又は目的外利用等中止請求者(これらの者が不服申立人

及び参加人である場合を除く。) 
(3) 当該不服申立てに係る開示決定等について反対意見書を提出した第三者(当該第三者が不服申

立人及び参加人である場合を除く。) 
(平 16 条 30・追加) 
(答申の取扱い) 
第 25 条の 3 諮問庁は、裁決又は決定をするに当たっては、審査会の答申を尊重しなければなら

ない。 
2 諮問庁は、審査会から諮問に対する答申があったときは、答申書の写しを前条各号に規定する

ものに対し送付するものとする。 
(平 16 条 30・追加) 
(第三者からの不服申立てを棄却する場合等における手続) 
第 25 条の 4 第 22 条の 2 第 3 項の規定は、次の各号のいずれかに該当する裁決又は決定をする場

合について準用する。 
(1) 開示決定に対する第三者からの不服申立てを却下し、又は棄却する裁決又は決定 
(2) 不服申立てに係る開示決定等を変更し、当該開示決定等に係る保有個人情報を開示する旨の裁

決又は決定(第三者である参加人が当該第三者に関する情報の開示に反対の意思を表示している

場合に限る。) 
(平 16 条 30・追加) 
(苦情の申出) 
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第 26 条 区民等は、実施機関が行う自己情報の取扱いが不適正であると認めるときは、自己情報

に関する苦情を実施機関に対して申し出ることができる。 
2 実施機関は、前項の苦情の申出を受けたときは、速やかに調査し、実施機関の措置が適切でな

いと認めたときは、是正しなければならない。 
(平 13 条 4・平 16 条 30・一部改正) 
第 8 章 雑則 
(費用負担) 
第 27 条 この条例に基づく自己情報の写し又は複製の交付に要する費用は、請求者の負担とする。 
(他の制度との調整) 
第 28 条 この条例は、法令又は他の条例により開示等の請求その他これに類する請求ができる場

合は、適用しない。 
2 この条例は、実施機関が管理する図書館その他これに類する施設における区民の利用に供する

ことを目的とする図書及び図画等については、適用しない。 
(運用状況の公表) 
第 29 条 区長は、毎年 1 回、各実施機関におけるこの条例の運用状況を取りまとめ、公表しなけ

ればならない。 
(出資法人等の個人情報保護) 
第 30 条 実施機関は、区が出資又は財政的援助を行う法人その他の団体であって、実施機関が指

定するもの(以下「出資法人等」という。)に対し、個人情報を保護するための必要な措置を講ず

るよう指導に努めなければならない。 
2 出資法人等は、個人情報の取扱いに関して苦情の申出があったときは、当該指定をした実施機

関に対し、助言を求めることができる。 
3 前項の規定による助言を求められた実施機関は、必要と認めるときは、審査会の意見を聴くこ

とができる。 
(平 16 条 30・全部改正) 
(指定管理者に関する特例) 
第 31 条 指定管理者(地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 244 条の 2第 3 項に規定する指定管理

者をいう。以下同じ。)が同法第 244 条第 1 項に規定する公の施設(以下「公の施設」という。)
の管理を行うに当たって個人情報を取り扱う場合については、第 2 条第 2 号及び第 4 号、第 3
条、第 3 条の 2 並びに第 2 章から第 5 章までの規定を準用する。この場合において、第 2 条第 2
号及び第 3 条の 2 中「職員」とあるのは「従事者」と、第 2 条第 2 号中「保有しているもの」と

あるのは「保有しているもの(公の施設の管理業務に関するものに限る。)」と、第 7 条第 2 号中

「実施機関」とあるのは「当該指定管理者を指定した実施機関(以下「指定実施機関」という。)」
と、第 8 条第 2 項第 5 号、第 9 条第 4 項、第 15 条第 1 項第 4 号、第 16 条第 1 項第 5 号、第 17
条第 1 項、同条第 2 項各号列記以外の部分、第 17 条の 2、第 17 条の 3、第 17 条の 4、第 18 条

第 1 項各号列記以外の部分、同条第 2 項、第 19 条第 1 項各号列記以外の部分、同条第 2 項、第

20 条第 1 項各号列記以外の部分、同条第 2 項、第 21 条及び第 22 条中「実施機関」とあるのは

「指定実施機関」と、第 9 条第 1 項及び第 13 条第 2 項中「あらかじめ」とあるのは「指定実施

機関を通じてあらかじめ」と、第 9 条第 3 項中「当該登録を抹消し」とあるのは「指定実施機関
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を通じて当該登録を抹消し」と、第 16 条第 1 項第 4 号中「他の実施機関」とあるのは「指定実

施機関」と、第 17 条第 1 項中「自己情報」とあるのは「自己情報(当該指定管理者が公の施設の

管理を行うに当たって保有するものに限る。以下同じ。)」と、同条第 2 項中「当該請求者に係

る」とあるのは「指定管理者から提供を受けた当該請求者に係る」と、第 18 条から第 20 条まで

の規定中「実施機関から」とあるのは「指定管理者又は指定実施機関から」と、第 22 条の 2 中

「実施機関は」とあるのは「指定実施機関は」と読み替えるものとする。 
(平 16 条 30・追加) 
(国等への要請) 
第 32 条 区長は、個人情報の保護を図るため必要があると認めるときは、国その他の公共団体等

に対し、適切な措置をとるよう要請するものとする。 
(平 16 条 30・旧第 31 条繰下) 
(委任) 
第 33 条 この条例の施行について必要な事項は、規則で定める。 
(平 16 条 30・旧第 32 条繰下) 
第 9 章 罰則 
(平 16 条 30・追加) 
(罰則) 
第 34 条 実施機関の職員若しくは職員であった者、第 12 条の 2 の受託業務に従事している者若し

くは従事していた者又は第 31 条の指定管理者の業務に従事している者若しくは従事していた者

が、正当な理由がないのに、個人の秘密に属する事項が記録された第 2 条第 3 号アに掲げる個人

情報ファイル(その全部又は一部を複製し、又は加工したものを含む。)を提供したときは、2 年

以下の懲役又は 100 万円以下の罰金に処する。 
(平 16 条 30・追加) 
第 35 条 前条に規定する者が、その業務に関して知り得た保有個人情報を自己若しくは第三者の

不正な利益を図る目的で提供し、又は盗用したときは、1 年以下の懲役又は 50 万円以下の罰金

に処する。 
(平 16 条 30・追加) 
第 36 条 実施機関の職員がその職権を濫用して、専らその職務の用以外の用に供する目的で個人

の秘密に属する事項が記録された文書、図画又は電磁的記録を収集したときは、1 年以下の懲役

又は 50 万円以下の罰金に処する。 
(平 16 条 30・追加) 
第 37 条 第 12 条の 2 の業務の処理を受託した法人(法人でない団体で代表者又は管理人の定めの

あるものを含む。以下この条において同じ。)又は第 31 条の指定管理者の指定を受けた法人の代

表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従事者が、その法人又は人の業務に関して第

34 条又は第 35 条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対しても各

本条の罰金刑を科する。 
(平 16 条 30・追加) 
第 38 条 偽りその他不正な手段により、開示決定に基づく保有個人情報の開示を受けた者は、5
万円以下の過料に処する。 
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(平 16 条 30・追加) 
付 則 
(施行期日) 
1 この条例は、平成 2 年 11 月 1 日から施行する。ただし、次項の規定は、平成 2 年 9 月 1 日か

ら施行する。 
(事前準備) 
2 実施機関は、この条例の規定による個人情報保護制度の円滑な実施を図るため、この条例の規

定により運営審議会の意見を聴くこととされている事項について諮問をする等必要な準備をす

ることができる。 
(経過措置) 
3 実施機関は、この条例の施行の際、現に実施機関が収集し、保管し、又は利用している個人情

報を、業務を単位として個人情報登録簿に登録しなければならない。 
4 この条例の施行の際、現に実施機関が保管し、又は利用している個人情報は、この条例の規定

に基づき収集したもの又は利用しているものとみなす。 
(墨田区電子計算組織に係る個人情報の保護に関する条例の廃止) 
5 墨田区電子計算組織に係る個人情報の保護に関する条例(昭和 59 年墨田区条例第 32 号)は、廃

止する。 
付 則(平成 13 年 3 月 29 日条例第 4 号) 
(施行期日) 
1 この条例は、平成 13 年 4 月 1 日から施行する。 
(経過措置) 
2 この条例の施行の際、この条例による改正前の墨田区個人情報保護条例(以下「旧条例」という。)
第 5 章の規定により、現にされている自己情報の開示、訂正等の請求は、この条例による改正後

の墨田区個人情報保護条例(以下「新条例」という。)の規定によりされた自己情報の開示、訂正

等の請求とみなす。 
3 この条例の施行の際、現に旧条例第 25 条の規定により墨田区公文書公開及び個人情報保護審査

会にしている諮問は、新条例第 25 条の規定により墨田区情報公開及び個人情報保護審査会にし

た諮問とみなす。 
4 前 2 項に規定するもののほか、この条例の施行前に旧条例の規定によりした処分、手続その他

の行為は、新条例の相当の規定によりした処分、手続その他の行為とみなす。 
付 則(平成 15 年 6 月 30 日条例第 21 号) 
1 この条例は、平成 15 年 8 月 1 日から施行する。 
2 この条例の施行の際、現に行われているオンライン結合による個人情報の提供については、こ

の条例による改正後の墨田区個人情報保護条例第 16 条の 2 第 2 項の規定中「を新たに開始し、

又はその内容を変更しようとするとき」とあるのは「の内容を変更しようとするとき」と、同条

第 3 項の規定中「を新たに開始し、又はその内容を変更したとき」とあるのは「の内容を変更し

たとき」と読み替えて、これらの規定を適用する。 
付 則(平成 16 年 12 月 10 日条例第 30 号) 
(施行期日) 
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1 この条例は、平成 17 年 4 月 1 日から施行する。 
(経過措置) 
2 この条例の施行の際、この条例による改正前の墨田区個人情報保護条例(以下「旧条例」という。)
の規定により、現にされている自己情報の開示、訂正等の請求は、この条例による改正後の墨田

区個人情報保護条例(以下「新条例」という。)の規定によりされた自己情報の開示、訂正等の請

求とみなす。 
3 この条例の施行の際、現に旧条例第 25 条の規定により墨田区情報公開及び個人情報保護審査会

にしている諮問は、新条例第 25 条の規定による諮問とみなす。 
4 前 2 項に規定するもののほか、この条例の施行前に旧条例の規定によりした処分、手続その他

の行為は、新条例の相当の規定によりした処分、手続その他の行為とみなす。 
(墨田区情報公開制度及び個人情報保護制度運営審議会条例の一部改正) 
5 墨田区情報公開制度及び個人情報保護制度運営審議会条例(平成 2 年墨田区条例第 21 号)の一部

を次のように改正する。 
〔次のよう〕略 
付 則(平成 19 年 7 月 2 日条例第 36 号) 
この条例は、平成 19 年 10 月 1 日から施行する。 
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３．情報公開の総合的推進に関する事務取扱要綱 

情報公開の総合的推進に関する事務取扱要綱 
平成 13 年 4 月 2 日 

13 墨総総第 9 号 
第 1 章 目的 
(目的) 
第 1 条 この要綱は、墨田区情報公開条例(平成 13 年墨田区条例第 3 号。以下「条例」という。)
第 22条第2項に規定する情報管理体制の整備を図るための方策並びに第 23条に規定する情報公

表及び提供を行うための事務処理について定めることにより、区政に関する正確で分かりやすい

情報を、区民が迅速かつ容易に得られるよう情報公開の総合的な推進を図ることを目的とする。 
第 2 章 情報公表 
(情報公表) 
第 2 条 墨田区情報公開条例施行規則(平成 13 年墨田区規則第 54 号。以下「規則」という。)第 12
条第 1 号に規定する区政全般に係る基本計画及び実施計画とは、区が全庁的に取り組むべき課題

と施策を総合的・体系的に明らかにし、区政運営の基本指針となる中・長期計画又は計画期間が

3 か年程度のものをいう。 
2 規則第 12 条第 2 号に規定する附属機関等とは、地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 138 条の

4 第 3 項に規定する執行機関の附属機関及び区政の当面する基本問題や重要課題について、幅広

く有識者等の意見の表明又は有識者等との意見交換を行う場として、要綱等に基づいて区長が臨

時に設置した懇談会等をいう。 
3 規則第 12 条第 3 号に規定する実施機関が定める区の主要事業とは、同条第 1 号に規定する計画

等に位置付けられている主要事業で区長が指定したものをいう。 
4 規則第 12 条第 4 号に規定する実施機関が定める事項とは、次に掲げるものとする。 
(1) 条例第 24 条に規定する出資法人等から送付された当該出資法人等の事業概要及び決算書等 
(2) 区民等から寄せられた区政に関する意見、提言及び要望等を取りまとめた「区民の声の概要」 
(3) 経営会議等(墨田区経営会議等の設置及び運営に関する規程(昭和 52 年墨田区訓令甲第 15 号)
第 2 条に定める会議をいう。以下同じ。)における審議事項及び報告事項 

(公表の時期) 
第 3 条 情報(規則第 12 条第 3 号に規定する情報を除く。)の公表は、情報の発生又は取得の都度

速やかに行うものとする。 
(公表を行う者) 
第 4 条 情報の公表は、次に掲げる者が行うものとする。 
(1) 規則第 12 条第 1 号から第 3 号までに規定する情報の公表は、所管課長から送付された情報に

より総務部総務課長(以下「総務課長」という。)が行う。 
(2) 規則第 12 条第 3 号に規定する主要事業の進行状況は、毎年 9 月末日及び翌年 3 月末日を基準

日として、所管課長が作成した主要事業の進行状況を企画経営室長が取りまとめて公表するもの

とする。 
(3) 第 2 条第 4 項第 1 号に規定する出資法人等の事業概要等の公表は、当該出資法人等を所管す

る課の課長が行う。 
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(4) 第 2 条第 4 項第 2 号に規定する「区民の声の概要」の公表は、企画経営室広報広聴担当課長

が行う。 
(5) 第 2 条第 4 項第 3 号に規定する経営会議等における審議事項及び報告事項の公表は、各事案

に係る所管課長が行う。 
(公表の方法) 
第 5 条 情報の公表は、当該情報が記録された文書又は電磁的記録(以下「文書等」という。)を、

区民情報コーナー及び各事務事業の所管課(以下「区の窓口」という。)において閲覧に供し、又

は当該情報の全部又は要旨をインターネットを利用した区のホームページに掲載(以下「ホーム

ページへの掲載」という。)して行うものとする。ただし、規則第 12 条第 2 号に規定する附属機

関等への提出資料をホームページへの掲載により公表する場合は、当該提出資料の名称一覧でこ

れに代えることができるものとする。 
第 3 章 情報提供 
(情報の提供事務) 
第 6 条 所管課長は、条例上の義務として情報を公表するほか、次に掲げる事項その他の区政に関

する情報の積極的な提供に努めるものとする。 
(1) 区議会定例会等における区長発言等区の施政方針 
(2) 区の組織並びに区の職員の定数及び給与に関する事項 
(3) 地域開発及び重要な施設整備 
(4) 環境、保健衛生、防災等区民生活の安全と密接な関係がある事項 
(5) 住民意識調査等に関する調査結果 
(6) 区の保有する研究及び技術(特許権に係るものを除く。)並びに統計に関する資料 
(7) 区が行う試験、行事に関する事項 
(提供の方法) 
第 7 条 情報の提供は、次の方法のうち効果的なものを選択して行うものとする。 
(1) 区の窓口での供覧 
(2) 区の発行する広報紙又は広報誌への掲載 
(3) ホームページへの掲載 
(4) 印刷物の配布又は有料刊行物の頒布 
(5) 報道機関への資料提供 
(6) その他所管課長が効果的と認める方法 
第 4 章 供覧の事務手続 
(供覧の事務手続) 
第 8 条 情報の公表又は提供のための供覧(以下「供覧」という。)の場所は、原則として区民情報

コーナー及び所管課の双方とするが、やむを得ない場合は、いずれか一方とすることができるも

のとする。 
2 供覧の期間は、原則として情報の公表又は提供を開始した日から 1 年とする。ただし、供覧の

期間を超えて閲覧に供すること又は供覧期間内に供覧を終了することに合理的な理由がある場

合は、この限りでない。 
3 供覧の事務処理手続きは、次のとおりとする。 
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(1) 区民情報コーナーでの供覧手続 
所管課長は、供覧を依頼する文書等を総務課長へ 2 部送付するものとし、送付に当たっては、

情報公表・情報提供資料送付兼報告票(別記様式)を添付するものとする。 
(2) 所管課での供覧手続 

所管課長は、所管課の窓口に文書等を 1 部備え付け、閲覧に供するものとし、区民情報コーナ

ーでの供覧をしないときは、資料送付・報告票により所管課で供覧する文書等の内容を総務課長

へ報告するものとする。 
第 5 章 推進委員会 
(設置) 
第 9 条 墨田区の情報公開制度の総合的な推進を図るため、墨田区情報公開制度推進委員会(以下

「委員会」という。)を設置する。 
(所掌事項) 
第 10 条 委員会の所掌事項は、次のとおりとする。 
(1) 情報の公開及び区政情報の適正な管理に関すること。 
(2) 情報公表及び情報提供に関すること。 
(3) その他情報公開の総合的な推進に関すること。 
(構成) 
第 11 条 委員会は、委員長及び委員をもって構成する。 
2 委員長は、総務課長の職にある者をもって充てる。 
3 委員は、別表に掲げる所属において推薦する職員各 1 名をもって構成する。 
(委員長の職務) 
第 12 条 委員長は、会務を総理する。 
(会議) 
第 13 条 委員会の会議は、委員長が招集する。 
2 委員長が必要と認めたときは、委員以外の者を委員会に出席させ、説明を求め、又は意見を聴

くことができる。 
(庶務) 
第 14 条 委員会の庶務は、総務部総務課において処理する。 
(委任) 
第 15 条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が別に定める。 
付 則 
この要綱は、平成 13 年 4 月 1 日から適用する。 
付 則 
この要綱は、平成 20 年 4 月 1 日から適用する。 
別表・様式等 省略 
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４．審議会等の会議の公開に関する基準 

審議会等の会議の公開に関する基準 
（平成 14 年 1 月 29 日通知・同年４月１日適用） 

（平成 18 年 7 月 3 日改正通知・適用） 
 
１  目的 
    この基準は、区民及び学識経験者等の意見を聴き、区の政策の企画、立案等に反映させること

を目的として設置されている執行機関の附属機関等の会議の公開と議事録の公表を行う際の基

準を制定することにより、政策形成過程からの区民の区政への参画を促進するとともに、区政の

公正の確保と透明性の一層の向上を図ることを目的とする。 
 

２  対象となる会議 
    この基準の対象となる会議は、区民、学識経験者等で構成され、法令、条例又は要綱等の定め

るところにより設置された次の機関(以下「審議会等」という。)の会議とする。 
    （別表：対象機関一覧 省略） 
  (1) 区の事務事業について審議、審査又は調査等を行うため、地方自治法（昭和２２年法律第６

７号）第１３８条の４第３項の規定に基づき、法律又は条例により設置された執行機関の附属機

関 
  (2) 区の各種施策の企画立案、政策決定及び執行等の過程において、広く区民等の意見や専門的

知識を反映させることを目的として、規則、要綱及び要領等により設置された協議会、委員会及

び懇談会等で、区長が指定するもの 
 
３  会議の原則公開 
    審議会等の会議は、原則として公開する。ただし、次のいずれかに該当する場合には、会議の

一部又は全部を非公開とすることができる。 
  (1) 法令、条例及び要綱等の規定により、当該会議を公開しないこととしている場合 
  (2) 会議において、墨田区情報公開条例（平成１３年墨田区条例第３号）第６条各号に規定する

非公開情報が含まれる事項（以下「非公開事項」という。）について審議、審査、調査等を行う

場合 
  (3) 会議において、審査、補償の認定又は争訟の審議を行う場合 
  (4) 会議を公開することにより、当該会議の公正かつ円滑な審議等が阻害され、会議の目的が達

成されなくなるおそれがある場合 
 

４  非公開の決定 
  (1) 審議会等の会議を非公開とするかどうかの決定は、当該審議会等の長が行うこととする。こ

の場合において、審議会等の長は、必要があると認めるときは、当該審議会等の委員の意見を聴

くことができる。 
  (2) 審議会等の会議において、審議等の事項に非公開事項とそれ以外の事項があり、審議を容易

に分割して行うことができる場合は、非公開事項に該当する部分を除いて、会議を部分公開する
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ことができる。 
  (3) 審議会等は、会議を非公開又は部分公開とする場合は、その旨を明らかにするとともに、そ

の理由を具体的に示すものとする。 
 
５  会議開催の周知 
  (1) 審議会等の庶務を所管する課長（以下「所管課長」という。）は、審議会等の会議を開催する

に当たって、会議の開催の１４日前までに、会議開催通知書（別紙１）により、会議の概要を総

務部総務課長（以下「総務課長」という。）に通知するものとする。ただし、会議を緊急に開催

する必要が生じたときは、この限りでない。 
  (2) 総務課長は、会議開催通知書の送付を受けたときは、速やかに当該通知書を区民情報コーナ

ーにおいて掲示するものとする。 
  (3) 区民情報コーナーにおける掲示期間は、当該会議の開催日までとする。 
 
６  傍聴の申込み 
  (1) 審議会等の会議を傍聴しようとする者は、会議開催通知書により公表した手続に従 い、当該

審議会等の長に対して傍聴の申込みを行い、承認を得なければならない。 
  (2) 傍聴者の定員は５人以上とし、次の事項を勘案して、会議ごとに審議会等の長が定めるもの

とする。 
  ① 傍聴の申込みが多く見込まれる場合は、可能な限り多くの傍聴席を確保すること。 

② 区議会の会派等による調査又は報道機関による取材等の申入れに対しては、可能な限り協

力すること。 
  (3) 傍聴しようとする者が定員を超えるときは、先着順により決定するものとする。ただし、各

審議会等において必要と認めるときは、抽選により傍聴者を決定することができるものとする。 
（６(2) 平成 18 年 7 月 3 日改正通知・適用） 

 
７  会議の公開 
  (1) 審議会等の長は、会議を公開するに当たっては、(2)から(8)までに定める事項を基本として、

会議が公正かつ円滑に行われ、当該会議の会場の秩序維持に努めるものとする。 
  (2) 次の事項に該当する者は、会議を傍聴することができない。 
    ア  他人に危害を加えるおそれのある物を所持している者 
    イ  ビラ、プラカード、旗の類いを携帯している者 
    ウ  酒気を帯びていると認められる者 
    エ  アからウに定めるもののほか、議事を妨害し、又は人に迷惑を及ぼすおそれがあると認め

られる者 
  (3) 傍聴者は、会議が開催される時刻までに、係員の指示に従って傍聴席に着席するとともに、

次に掲げる事項を守らなければならない。 
    ア  会議中みだりに傍聴席を離れないこと。 
    イ  発言し、又は拍手その他の方法により賛否を表明しないこと。 
    ウ  騒ぎ立てる等議事を妨害しないこと。 
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    エ  はち巻、腕章の類いをする等の示威的行為をしないこと。 
    オ  飲食又は喫煙をしないこと。 
    カ  携帯電話等を使用しないこと。 
    キ  アからカまでに掲げるもののほか、会議の秩序を乱し、又は議事の妨害となるような行為

をしないこと。 
  (4) 傍聴者は、会議において写真、ビデオ等を撮影し、又は録音をしてはならない。ただし、審

議会等の長の許可を得た場合は、この限りでない。 
  (5) 傍聴者は、次に掲げる場合には、速やかに退場しなければならない。 
    ア  審議会等の長が会議を非公開とすることを宣言し、傍聴者の退場を命じたとき。 
    イ  傍聴者が守るべき事項に違反し、審議会等の長が退場を命じたとき。 
  (6) 審議会等の長は、会議を公開するときは、当該会議の資料を傍聴者の閲覧に供するものとす

る。ただし、資料を配付する場合はこの限りでない。 
  (7) 審議会等の長は、傍聴者の閲覧に供する資料に非公開事項が含まれる場合は、当該事項の内

容が判別できないような処理を行うものとする。 
  (8) 審議会等の長は、資料の写しの作成が可能な場合は、当該資料の写しの作成及び送付に要す

る費用を傍聴者の負担として交付することができる。 
 
８  議事録の作成 
  (1) 審議会等の長は、会議の公開と非公開とにかかわらず、会議の終了後速やかに議事録を作成

することとする。 
  (2) 議事録には、次の事項を記載する。 
    ア  会議の名称 
    イ  開催日時 
    ウ  開催場所 
    エ  出席者数 
    オ  会議の傍聴の可否 
    カ  傍聴者数 
    キ  議題 
    ク  配付資料 
    ケ  会議概要 
    コ  所管課名 
  (3) 議事録は、会議の概要又発言内容を記録するものとし、会議の経過及びその結果の要点が分

かるよう記載するものとする。（別紙２：記載例 一部省略） 
  (4) 審議会等の長は、議事録に記載する事項に非公開事項が含まれる場合は、当該事項を除いた

議事録を作成することとする。 
 
９  議事録等の公表 
  (1) 所管課長は、作成した議事録が確定した後、議事録の写し及び当該会議の配付資料各２部を、

墨田区情報公開条例及び情報公開の総合的推進に関する事務取扱要綱（平成１３年４月２日１３
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墨総総第９号。）の規定による情報公表の対象として、情報公表・情報提供資料送付兼報告票と

ともに、総務課長に送付するものとする。 
  (2) 所管課長は、配付資料が１部しかない等の理由により総務課長に送付できないときは、当該

所管課において一般の閲覧に供するものとし、情報公表・情報提供資料送付兼報告票にその旨を

記載して総務課長に報告することとする。 
  (3) 総務課長は、(1)により所管課長から送付を受けた議事録及び配付資料を、区民情報コーナー

において一般の閲覧に供するものとする。 
  (4) 区民情報コーナー又は所管課における閲覧の期間は１年間とする。  
 
１０  基準の適用 
本基準は、通知の日から適用する。ただし、会議の公開（傍聴）については、適用日以降において、

所管課長が当該審議会等に対して本基準の説明を行った後に開かれる会議から適用する。 
 
１０－２  改正基準の適用 

この基準は、平成 18年 7月 3日から適用する。 

 

別表  対象機関一覧 

１  執行機関の附属機関のうち、会議の公開及び議事録の公表を行うもの 

２  執行機関の附属機関のうち、議事録の公表を行うもの 

３  附属機関に類する機関で、会議の公開及び議事録の公表を行うものとして、区長が指定するも

の 
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第        号 

年    月    日 

 

審議会等の会議開催通知書 

 

 

総務課長  様 

 

                                            （所管課長名） 

 

 

「審議会等の会議の公開に関する基準」に基づき、下記のとおり会議の開催を通知します。 

 

記 

 

会 議 名 称 
（番号） 

 

開 催 日 時 年       月       日（  ）      時      分 

開 催 場 所  

会 議 の 公 開 

（ 傍 聴 ） 
公     開   部  分  公  開      非  公  開       未  定 

（傍聴できる）  （部分傍聴できる） （傍聴できない） 

議 題  

部分公開又は 

非公開の理由 
 

傍 聴 定 員  

傍 聴 手 続  

問い合わせ先  
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会議の概要(議事録) 

 

会 議の名称 
（番号） 

 
 

開 催 日 時 
年     月     日（  ）      時      分から   時      分ま

で 

開 催 場 所  

出 席 者 数 人 

会 議 の 公 開 

（ 傍 聴 ） 

公開(傍聴できる) 部分公開(部分傍聴できる） 

非公開(傍聴できない) 

傍聴者数 人 

議 題  

会 議 概 要  

所 管 課  
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５．墨田区のパブリック・コメント手続に係る基準 

墨田区のパブリック・コメント手続に係る基準 
平成 14 年 1 月 25 日 
13 墨企経室第 395 号 

第 1 目的 
この基準は、パブリック・コメント手続に関して必要な事項を定めることにより、墨田区が積極的

に情報を公表し、区民の行財政運営への参画の促進を図り、もって公正で民主的な一層開かれた

区政の推進と透明性の高い行財政運営に寄与することを目的とする。 
第 2 パブリック・コメント手続 
パブリック・コメント手続とは、墨田区の基本的な政策等の策定に当たり、当該策定しようとする

政策等の趣旨、目的、内容等の必要な情報を広く公表し、公表したものに対する区民等からの意

見、情報及び専門的な知識等(以下「意見等」という。)の提出を広く求め、政策形成の過程の中

で意見を反映する機会の確保を図り、提出された意見等の概要及びそれに対する区の考え方等を

公表する一連の手続(以下「本手続」という。)をいう。 
第 3 定義 
この基準において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 
① 実施機関 区長、教育委員会、選挙管理委員会及び監査委員をいう。 
② 情報公表 墨田区情報公開条例第 23 条第 2 項に規定する趣旨の公表をいう。 
第 4 対象 
本手続の対象事業は、次に掲げるものとする。ただし、迅速性又は緊急性を要するもの及び軽微な

もの等を除く。 
① 区の長期構想、区政のそれぞれの分野における施策の基本方針その他基本的な事項を定める計

画の策定及びこれらの重要な改定 
② 区民に義務を課し、又は権利を制限することを内容とする条例の制定及びこれらの重要な改正 
③ その他実施機関が特に必要と認める事業 
2 前項の規定にかかわらず、地方税の賦課徴収並びに分担金、使用料及び手数料等の徴収に関す

るものの制定又は改廃に係る案の策定については、対象としない。 
第 5 情報公表の時期等 
実施機関は、第 4 第 1 項各号に掲げるものの案(以下「計画案」という。)の立案をしようとすると

きは、意思決定を行う前に、あらかじめ次に掲げる情報を公表するものとする。 
① 当該計画案及びその概要 
② 当該計画案を作成した趣旨、目的及び背景 
③ 当該計画案に関連する次の資料 
ア 根拠法令 
イ 計画の策定及び改定にあっては、その計画の上位計画の概要 
ウ 当該計画案の実現によって生じることが予想される影響の程度及び範囲 
エ 当該計画案を立案するに際して整理した論点 
オ その他必要な資料 
④ 当該計画案を附属機関又はこれに準じる機関(以下「附属機関等」という。)における審議又は
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検討に付した場合にあっては、当該審議又は検討の概要がわかる情報 
第 6 情報公表の方法 
実施機関は、計画案の情報公表をしようとするときは、次に掲げる方法により行うものとする。こ

の場合において、実施機関は意見等の提出先、提出方法及び提出期限並びに意見等の提出に必要

な事項を提示するものとする。 
① 区のおしらせ 
② 区のホームページ 
③ 区民情報コーナー 
④ その他実施機関が適当と認める方法 
第 7 意見等の提出 
実施機関は、情報公表後、区民が意見等を提出するのに必要な期間として、一箇月程度の期間を確

保するものとする。 
2 意見等の提出方法は、郵便、電子メール、ファクシミリ等の文書等によるものとし、意見等の

提出に当たっては、住所、氏名又は団体名等及び電話番号等連絡先の明示を求めるものとする。 
第 8 意見等の取扱い及び公表 
実施機関は、提出された意見等を考慮し、計画案についての意思決定を行うものとする。 
2 実施機関は、前項の規定により計画案についての意思決定を行ったときは、提出された意見等

及びその意見等に対する実施機関の考え方(意見等を反映できなかったときは、その理由を含む。)
を公表しなければならない。ただし、提出された意見等のうち、公表することにより意見等を提

出した個人又は団体の権利、利益等を害するおそれがあるときは、その全部又は一部を公表しな

いことができる。 
3 公表の方法は、第 6 各号に掲げる方法によるものとする。 
第 9 意思決定過程の特例 
実施機関は、地方自治法第 138 条の 4 第 3 項の規定に基づき設置する審議会その他の附属機関及び

実施機関が設置する、これに準じる機関が、第 5 から第 8 までの規定に準じた手続を経て策定し

た報告、答申等に基づき、計画案の立案を行うときは、本手続を行わないで計画案の立案の意思

決定をすることができる。 
2 法令により、縦覧等の手続が義務づけられている計画案の立案にあっては、本手続と同等の効

果を有すると認められる範囲内において、本手続を行ったものとみなし、その他必要な手続のみ

を行うことで足りるものとする。 
第 10 一覧の作成等 
区長は、この基準による手続を行っている案件の一覧を作成するとともに、公表しなければならな

い。 
2 前項に定める一覧は、第 4 第 1 項各号の区分ごとに作成し、次に掲げる事項を記載するものと

する。 
① 案件名 
② 公表期日 
③ 意見等の提出期限 
④ 計画案の入手方法及び問い合わせ先 
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3 区長は、第 4 第 2 項に係る事項については、第 1 項に準じて公表するものとする。 
第 11 その他 
この基準に定めるもののほか、本手続の実施に関し必要な事項は、区長が別に定める。 
付 則 
(適用期日) 
1 この基準は、平成 14 年 4 月 1 日から適用する。 
(基準の見直し) 
2 この基準は、その運用状況、実施効果等を勘案し、第 1 に規定する目的の達成状況を評価した

うえで、この基準の適用の日以後 5 年以内に見直しを行うものとする。 
 


